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物性研究に将来はあるのか?

京都大学基礎物理学研究所早川両男*

1. はじめに

物性研究は物性論研究時代を含めれば創刊以来 60年以上の壁史を誇り、特に物性論萌究の

時代は物性物理の発展に非常に重要な貢献を果たしてきた。そのことは 1950年代後半の物性

論研究を読めば中野、久保、中島等の間の議論を通して譲形応答理論がいかに成立したかを

理解できることからもわかるであろう。物性研究になってからもページ制限等がないため、

ユニークな講義ノート等の発表の場として確立しており、匡定ファンが一定数いる貴重な雑

話となっている。

しかしその一方で経営基盤は極めて脆い。そもそも物性論研究時代に発行所が年を経るご

とに変化し、全盛期でも阪大永宮研で志的に発行していて一旦廃刊に追い込まれたことが象

徴的である。環状でも毎年約 50'""'-'150万円の赤字を出していることや購読数が漸減しておち

予断は許さない。そして何より Progressof Theoretical Physics (PTP)を発行している理論

物理学刊行会に大きく依拠していることがより問題なのである。現状では物性硬究刊行会の

発行業務は、年間 66万円の委託料で、理論物理学刊行会に業務委託され、理論物理学刊行会

が行なっている。また事務所費等の経費もゼロとなっている。しかしこれらの経営形態はあ

くまでPTPが基研にあり、その刊行を理論物理学刊行会が行っていることが前提になってい

る。振にPTPが泊滅すれ詰亘ちに物性研究の基盤が危うくなることは自明の理であろう。以

下ではPTPの発行主体である理論物理学刊行会も簡単のために PTPと呼ぶことにしたいc

2. PTPとJPSJの統合問題

PTPとJPSJはともに 1946年iこ創刊され、その後もすぐれた論文を発行し続け、我が国

の学術本準の向上に大きな貢献を果たしてきた。少なくとも 1970年代までは両誌は互いに刺

激し合いながら競争的に発展し、並立することのメリットを生かしてきたと思われる。しか

しながら世界的な冨際誌の厳しい競争の中で号本の中で2つの欧文誌を抱えることのメワッ

トが見出しにくくなっているばかりか、奇妙な両誌の棲み分けが、日本全棒で国際歌文誌を

どのように発行していくかという戦略を考えるうえでも障害になっている。実際、両誌から

こぼれ落ちた原子核、素粒子の実験等を日本発の雑誌にとりこむことが急務になっているが、

両誌が別々の組織に属した現状ではその実現は難しい。特に PTPは京都ローカノレの雑誌とし

て経営基盤の脆さを常々指摘されてきたと同時に投語数や購読数の長期低落傾向に踏んでい

る。その一方で JPSJも伸び悩みの傾向は明らかであり、再誌の統合間題は生まれては消え

ている。近年でも 2004年、 2007年と統合についての話し合いの機会が持たれたが、何れも
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不調に終わった。

しかしここに来て風向きが大いに変わってきたc 昨年末 (2008年 12月〉に PTP{期から統

合協議申し入れが出され、物理学会理事会でも真剣iこ検討を始めることとなり、幾つかのイ

ンフォーマルな議論や統合協議会の答申書等を経て、 7月 25日に 20名以上の出癌の下で拡

大統合協議委員会を行い、統合の方針が明確に打ち出されたc その方針は 9月 513の物理学

会理事会で承認され、ここに実質上PTPとJPSJの2013年 4月における統合が決まったの

である G 統合方針の決定は、すでに§月 11自の物理学会インフォーマノレミーティングで奥田

物理学会前刊行委員会委員長によって公にされている。 [1]

3.物性研究は昌立できるのか

さて本題に入ろう。 iはじめに」で述べた様に現状では物性研究刊行会は PTPに全面的に

故誕しており、とても自立した組織とは言えない。民議のことは素粒子論研究にもあてはま

るが、素訴はすでに規摸を縮小しつつあり、 PTPの統合をもって紙媒体の麗止となる可能性

が高いG この状況で、物性研究は存続できるのであろうか。

仮に、定款に基づき物性研究の嘉子りを決定したとして、そもそも廃刊は許されることなの

だろうか。例えば学会が刊行している雑誌であればその雑誌の嘉刊は会員への背径行為であ

り、許されることでiまない。主にがしかのぞ壬意団体の機関誌で島る場合も同議である。しか

し物性研究は特定の組織の機関誌でもなく司人誌ですらない。むしろ物性研究刊行会という

団体が発行している売り物に過ぎず、発行元の存続が危ぶまれている状況ではその廃刊を押

し留めるものはない。叡にコミュニティの棚から荷らかの要望や存続の具体案が出れば発行

を続けることは喜かでないが、現状ではその要望を受け取るノレートすらなく、物性研究刊行

会が、きわめて私的に論じて構わない開題と捉えることも可能である。おそらくコミュニテ

ィがしっかりとすポートする自体物理の存在が物性耕究の性格をより護味にしている冨も見

逃せない。

一方、春読が可能になるにはどういう条件が必要であろうか。現状では大雑把に約 500万

円弱の経費が必要であり、また一名のパート事務職員とその職員が社事を行う事務所が~\要

である。復に基研に頼み込んで一名のパートと事務所を確保したとしてもそれだけで解決す

るもので辻ない。実欝、現在の職員は高いスキlレを持っているが、その職員を本業抜きの状

謹で雇用し続けるのは現実的ではない。一方、週に 1日程度の仕事量では経験のある職員を

新たに雇用するのは困難であり、また新人を雇用する場合でも仕事量が少なく、間橋も空き

すぎるのでその新人が仕事を堂えることにも支障をきたす。したがって現在の人件費を維持

したまま出張を継続するのは国難であろう。翻って、物性研究刊行会を強立の組織として強

化するために正規職員をフルタイムで雇用すること誌もとより現実的ではない。

仮に存続するとしても現状の紙媒非に頼った形藍は持{i;遅れである。コミュニティの媒体

として存続するのであれば、現在購入して貰っている個人及び機関にIDを発行して、その人

達にダウンEードが出来るようにする電子ジャーナルとして生き残るのが適頃であると患わ

れる。勿論、紙媒体を好む富定ファンが離れる危機ではあるが、そもそも存続が危ぶまれる

現状では致し方がないであろう。
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4.結びにかえて

本稿ではまず物性研究の読者への現状報告と開題提起を行った。現状では存続のアイデア

はないが、編集委員および読者諸氏の開の議論を通じて伺らかの方策が見つかるかもしれな

い。そのために物性研究の将来援に対する読者諸氏の積極的かっ率亘なご意見の本誌投稿を

求めたい。*)

引男文献

[1] JPSJとPTPの統合に向汁ての議議は物理学会のHPに公開されている。

URL ~士、 http://wwwsoc.nii.ac.jp/jps/ptp/tougou.html である。

(参考)

2008年度決算書

(2008年 4月1日-2009年 3月 31呂〉

1収入の部 〈円)

震 分 金 額

前年震繰越額 5.870.781 

個人会費 1，016，660 

機関会費 3，098，385 

到間代金 27.500 

その他〈著作権料等〉 16，588 

計 10，029，914 

3 年開設支差額 〈円〉

区 分 金 春夏

4豆 入額 4，159，133 

支 出 額 4，712，548 

差 ヲi額 -553.415 

2.支出の部 (円〉

区 分 金 譲

~fJ 庫4費 3，360，092 

送料等 341，997 

編 集 費 89.700 

事 務 費 118，125 

事務委託料 642，806 

民間制樟費 159，828 

次年夏繰越顎 5，317，366 

計 10，029，914 

*)本誌のひろば欄にご投稿下さい。メールで、の投稿も受け付けます。こちらで体裁を整え掲載します。〈編集部)
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